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【アンケート調査概要】
対象、回答数 ～住民：1,723件 地区公民館運営委員・町内会・行政区長：107件
実施期間～令和6年2月～5月
内容 ～各地域自治組織の特徴、役割、課題等について

アンケート調査結果の概要

【デジタル化の必要性】 アンケート調査結果P5参照

地区公民館組織運営委員はデジタル化による業務省力化が必要と答えている人の割合が最も多いが、わからないと回答した人最も多
い。→全体のデジタル技術活用及びリテラシー向上のニーズがある！

【地域自治組織が担うべき役割について】 ※アンケート結果P3～4参照
地区公民館組織、行政区・町内会ともに、最も交流（コミュニティ形成）に対して担っているものが大きいと認識
ただし、各地域自治組織において以下の役割も重要視されている傾向がある。
地区公民館組織 ⇒ 教育分野の他、数多くの分野を担っている。
町内会・行政区 ⇒ 環境や防犯・防災、保険福祉等の分野を担っている。
町内会・行政区が担うべき役割は、令和6年3月に公表された札幌市のアンケート調査結果と類似しているが、地区公民館組織が担う
べき役割は当町独自。
地区公民館組織は交流を始め様々な分野において必要とされているが、東神楽町の地域コミュニティの中核としてさらなる役割が求
められている！

【取り組みの魅力】 アンケート調査結果P5参照
町内会長・行政区長は人脈の広がりに魅力を感じている他、地区公民館組織運営委員は、人脈の広がりのみならず様々な面に魅力を
感じており、活動のやりがいにつながっている。

【他地域自治組織との連携状況】 アンケート調査結果P5参照
地区公民館組織では他地域自治組織との連携ができていると答えた人が最も多い（地域自治組織の中核）

【地域自治組織における運営上の課題】 アンケート調査結果P7～9参照
各地区公民館組織、町内会・行政区、ともに、役員のなり手不足や若い運営委員の人員不足を課題に挙げる方が多い。
その他の意見として、事業の形骸化や事務処理の煩雑さなどを挙げる方もいたが、特に課題を感じていないとの回答も一定数あり。

【各地域自治組織における活動の認知状況】 アンケート調査結果P6参照
住民を対象に、各地域自治組織における活動の認知状況についてアンケート調査を実施。まだまだ各地域自治組織の活動内容を知らない
住民も多くいるため、活動の内容しっかりと情報発信することで認知度が向上する可能性がある。
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【地区公民館組織は交流の中心であるとともに、様々な役割を担っている！】

意見交換及びアンケート結果から見る東神楽町の地域自治組織の特徴

【地区公民館組織と町内会・行政区の連携】
地区公民館組織と町内会・行政区が連携した取り組みができているとの回答が多い。
⇒地区公民館組織は事業実施にあたって町内会・行政区のみならず他の地域自治組織や任意団体と協力しているケースもある。

意見交換において交流拠点として地区公民館が活用しやすく有効に活用できるとの意見あり。
実際に地区公民館活動をしている多くの人が、地区公民館組織の役割として「交流」を挙げていた。
ただし、交流以外にも多くの人が「地域自治の中心」として地区公民館組織に様々な役割を求めている。
町内会・行政区と並び、地区公民館組織が地域自治の中心的な役割を担っているのは東神楽ならではの特徴！

【交流に加え花のまちと安心安全なまちを担う町内会・行政区の役割】
町内会・行政区の求められる役割として、交流の他、地球環境や安心安全（防災・防犯）と回答した方が多かった。
この回答結果は、令和6年3月に公表された札幌市の町内会アンケート調査結果とも類似している。
※ 参考 札幌市における町内会の活動状況

環境美化～84.2%、交通安全～67.1％、保健福祉59.4％、災害予防56.2%
東神楽町の特徴である「花の町」としての景観維持や安心安全からくる住みやすさは、町内会・行政区が担っている部分が大きい。

【最大の課題は地域自治組織の担い手不足（若年層や役員のなり手）】
アンケート調査結果において、最も課題として認知されているのは、担い手の不足。
加入率増加に向けてはいかに活動の内容と魅力を多くの方に共感してもらえるかが重要
⇒活動内容周知に向けた施策の立案
また、地域自治組織の運営事務における負担感を課題に掲げる意見も多数あった。

【当町の特徴を生かし、現状の課題を解決するためには？】
地域自治組織加入率の低下や役員のなり手、若手の担い手不足は当町のみならず全国的な課題。特に町内会、行政区は人口減少

により会員数の減少も予想され、事業規模の縮小も懸念される。
⇒地区公民館組織の活動が盛んである当町では、将来的な地域自治組織の維持に向け、地区公民館組織が町内会・行政区・その他
各種団体、行政と連携し、お互いの活動を補い合うことが可能ではないか？
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～再掲～東神楽町における各地域自治組織の役割

【地域自治組織の役割について】
東神楽町では右図、下表のように、行政区、町内会、各種

団体等が各地区公民館組織と連携、協力しながら様々な役割
を担っています。
これらについて東神楽町地域自治推進条例を策定し各団体

の活性化を目指します。

各地区公民
館組織

NPO

法人

区・行
政区

民生委
員・児童
委員

各種法人
・団体

地
域
自
治
組
織

行
政

誰でも参加可能
な開かれた場！

協働・連携

各地域自治組
織の役割

公
民
館

町内会・行
政区（子供
会含む）

各
種
法
人
・
任
意
団
体

民
生
委
員
・
児
童
委
員

老
人
ク
ラ
ブ

ス
ポ
Ⅰ
ツ
協
会
・
文
化
連
盟

交
通
・
防
犯
・
消
防
団
体

P
T
A
・
Ｃ
Ｓ

社
会
福
祉
協
議
会

自治（地区別計
画、自己実現、
行政との協働）

● 〇 △ 〇 〇 〇 〇 〇 〇

地域環境（花の
まち、環境衛
生）

● 〇 △

安全安心（防災、
防犯、交通安全、
消防他）

● 〇 △ 〇

福祉（見守り、
支えあい他）

● 〇 △ 〇 〇 〇

交流（交流会、
サロン他） ● 〇 △ 〇 〇 〇

教育（社会教育、
コミュニティス
クール、文化交
流等）

● 〇 △ 〇 〇 〇 〇

子育て（子供会
他） ● 〇 △ 〇 〇 〇

・目的 ・定義 ・基本理念 ・役割
・地区別計画の位置づけ、他

東神楽町地域自治推進条例

住民

支援策

地区別計画
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地域自治組織活性化に向けた方向性について

【１】東神楽町における地域自治組織の良さを更に伸ばすための重点項目

【２】地域自治組織運営の課題を解決するための重点項目

検討テーマ 対象団体 解決策に関する方向性のイメージ

事務負担軽減 地区公民館組織、町内会・行政区 事務ツールの支援、人員配置等

デジタル化の推進 地区公民館組織、町内会・行政区 デジタル化指導、ツールの支援等

地域自治組織への加入
促進

全ての地域自治組織 行政より不動産会社へアパート入居者の町内会加入
働きかけ依頼、地域自治組織における活動の見える
化など

検討テーマ 対象団体 解決策に関する方向性のイメージ

活動内容の周知 全ての地域自治組織 活動内容周知の支援（周知による運営委員加入者増
加）※アンケート結果P6参照

地域自治組織相互の情報
共有に関する仕組

全ての地域自治組織 活動内容を共有し、相互連携の仕組みを構築
※地区公民館組織が地域コミュニティの核！

補助金対象事業検討 全ての地域自治組織 既存の補助制度で対応できない分野への支援

次回の協議会にて具体的な方針及び政策等を協議予定です！
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【条例名について】
本協議会では本条例名について暫定的に「東神楽町地域自治推進条例」としておりますが、より身近に感じてもらえる条例名にしたい

と考えております。別途、策定委員の皆様に書面で条例名の案を提出していただき、次回協議会にて決定する予定です。
別途策定委員の皆様には別途案内をお送りしますので、ご協力の程よろしくお願い致します。

条例案の説明

【条例構成について】
第1条～目的、第2条～定義、第3条～基本理念、第4条～町内会の役割、第5条～地区公民館の役割
第6条～地域住民の役割、第7条～住宅の建築等を行う事業者等の役割、第8条～町の役割
第9条～地区別街づくり計画との連動、第10条～町の支援、第11条～意見交換会等
第12条～推進体制の整備、第13条～実施状況の公表

【本条例の特徴】
本条例はその内容から義務が発生しない理念条例であり、当町における地域自治組織における活動の理念や責務を明示しており

ます。第３条２項や第５条の記載にあるよう、地区公民館組織が町内会や行政区と並び地域コミュニティの中心である旨の表明は
他自治体では類を見ません。
本条例を制定することにより、過去より受け継がれている東神楽町独自の地域自治を明文化し、東神楽町を支えていただいて

いる地域自治組織構成員の皆様に活動の重要性やすばらしさを認識していただくとともに、住民の皆様にも幅広くその役割を認識
していただき、地域自治組織活動の活性化を図っていきたいと考えています。

【本条例制定にて伝えたいこと】
① 現在当たり前に感じている地区公民館組織活動が、他自治体ではあまり例の無い素晴らしい取り組みをしていることを皆様

に認識してほしいと考えています。
② 今後直面する町内会・行政区をはじめとした地域自治組織活動における課題の受け皿として、地区公民館組織が活躍できる

可能性があります。これは地区公民館組織が様々な活動実績を残してきた東神楽町だからこそ可能な地域コミュニティ維持
の方策です。



地域自治推進条例アンケート集計結果
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【公民館運営委員の属性情報】

アンケート調査の結果について①
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【地域自治組織の運営委員から見た役割】

アンケート調査の結果について②

※現在担っている役割

※今後担うべき役割

※現在担っている役割
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アンケート調査の結果について③

41.2

35.2

35.2

34.2

23.6

23.6

19.3

19.3

13.9

7.0

0.9

11.3

5.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

環境美化活動

生活安全・見守り活動

適度な人の交流

防災活動

イベント（交流会、サロン等）

福祉活動

子育て

地域固有の問題への対応

教育活動（社会教育、文化交…

外部団体との連携による開…

その他

特に必要ない

無回答

38.7

36.9

35.9

30.2

28.5

21.9

21.2

0.9

11.0

7.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

交流（交流会、多世代交流、サロ

ン等）

福祉（見守り、支え合い等）

防災・防犯・交通安全

カフェなど気軽に立ち寄れる場

教育（社会教育、文化交流等）

子育て（子育てサロン等）

環境衛生

その他

特に必要ない

無回答

【町民が地域自治組織に求める役割】

地区公民館組織 町内会・行政区※今後担うべき役割 ※今後担うべき役割
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【地域自治組織におけるデジタル化の必要性、他地域自治組織との連携状況、活動の魅力】

アンケート調査の結果について④

※他の地域自治組織と連携した取り組みができているか？
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アンケート調査の結果について⑤

【団体が行っている活動の認知状況】

詳
し
く

知
っ
て

い
る

あ
る
程

度
知
っ

て
い
る

あ
ま
り

知
ら
な

い
知
ら
な

い
無
回
答

行政区・町内会 14.7 56.7 15.7 9.5 3.4

地区公民館 6.4 44.3 26.6 18.0 4.6

民生委員 5.5 36.0 31.3 22.4 4.9

スポーツ協会 1.6 18.7 42.9 31.3 5.5

文化連盟 2.0 17.8 40.3 34.6 5.3

老人クラブ 3.0 21.6 35.4 35.4 4.6

ＰＴＡ 5.0 29.8 29.5 29.9 5.8

コミュニティスクール 2.0 10.3 38.4 43.4 5.9

社会福祉協議会 5.3 31.2 30.9 27.6 5.0

【行政区・町内会に加入できる条件】

調
査
数

自
分
が
必
要
と
思
う
活
動
が
あ
れ
ば

役
員
が
回
っ
て
こ
な
け
れ
ば

仕
事
や
子
育
て
等
が
一
段
落
し
て
、

活
動
す
る
時
間
が
で
き
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ら

加
入
方
法
や
、
活
動
内
容
が
明
確
に

な
っ
た
ら

地
域
に
な
じ
み
が
で
き
た
ら

会
費
が
安
く
な
っ
た
ら

積
極
的
な
勧
誘
が
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ば

そ
の
他

ど
ん
な
条
件
で
も
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入
し
な
い

無
回
答

ど
ん
な
条
件
で
も
加
入
し
な
い

そ
の
他

130 26.2 17.7 14.6 12.3 10.8 7.7 3.8 11.5 21.5 13.8 21.5 11.5
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【地域自治組織運営上の課題について】

アンケート調査の結果について⑥

地域自治組織の運営において行政より支援を受けたいこと

アパートマンションが多くある地区は、公民館活動が大変だと思います。これらの地区は、他地区と合併等を行い編成を見直す必要があるのでは。（行政よりアパート、マンション数の情報が必要だと思い
ます）

地域のため、今後も公民館活動の充実が求められる。公民館事務局の担い手不足、また公民館活動活性化のため、士別市では地区公民館主事として市職員が配置されている。町と地域住民の協力体制が大切
である。

町、行政の方々はよく支援してくれていると思う。

デジタル化の場合会議用ソフトを個人に支援していただけるのか？

現在行政からの支援を十分にうけていると思うので今後も継続してほしい

現在公民館事務局は毎日常駐できません。公民館を中心にまちづくりを活性化するためには常勤できる人材を配置していただきたいです。以前公園していただいた島根県益田市のような活動を目指すのであ
れば、現状ではできません。元気課ではふれあいの職員を使ってくださいと言いますが、それは別物で、ふれあいはふれあい公民館です。地域の皆様とさらに密にかかわる活動をのぞむのであれば常勤人材
を希望します。

事務局を担当しているが専任の事務局員が必要。事務を選任で担当する人がいなければ繁忙を理由に事務局を引き受けない人がいなくなる。特に若い人（仕事をしている人）の事務局をなり手がいなくなる。

公民館活動を見られるように、町のHPなどでイベントの日程や、参加者募集の案内を紹介してほしい。 報酬や費用弁償とは言いませんが、何かしらメリットがないと今後委員の成り手が居なくなる懸念があ
ります。 行政からの支援をお願いしたい所ですが、支援頂いても慢性的な委員不足では、思うような活動が出来ません。
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【アンケート調査集計結果詳細】

アンケート調査の結果について⑦

自由意見記載欄（地区公民館組織）

デジタル化を進めているが、高齢化が進んでいる町内でもメリット、デメリットを考えると疑問に思うときもある 役場職員も買いに参加していただいてはいるが、出てくる人と出てこない人もいるので、
それも問題 他の公民館活動も視察や交流などの情報を提供していただきたい

古くから有る自治組織は高齢化が進み、町のイベントで参加人数を集めるのは大変だと思う。他県自治体の高齢者参加アップの活動はどうしているか情報があればよいと思う。

私は素敵な笑顔と花のまち住民講座を立ち上げ呼びかけ実行委員会を結成しました。東神楽町では地域活性化応援補助金を３年間支援してくれるとのことで、感謝しておりますが、継続的に活動していく
場合、他補助金等で支援、協力をお願いしたい。私は地域がつながりを持てるような共同体を目指し、地域コミュニティーに関心を持つ住民が一緒に解決方法を考えることでまちの活性化を図りたい。

ボランティア人材の育成及び担い手の育成 共助、助け合い意識の高揚 公民館本館と地区公民館の役割の明確化

若い人たちが参加できるようにするにはどういう活動をしたらよいか、考える必要がある

最近では、公民館活動、町内自治会等で割り当（当番制）により役員になり、自分から進んで役を引き受けるなどがほとんどない（個人主義？）ように思う（自分も含めて） 他の町村で地域のまとまり
活動成功事例等あれば公報等でも載せてほしい。

担当課がすぐに対応してくれてます。

町が地域の実情を認識しているのか疑問である。限界集落化している地域の活性化とは何でしょうか？

以前行われていた町の運動会等が再びあることによって、幅広い交流が期待される。運動会でなくとも町全体で行うイベントがあると良いのでは

役員の担い手不足 参加者も同じ方々多いように思う

公民館運営委員の中で行政区、町内会選出の運営委員の方々は毎年変わる人が多く、1年では何もわからない内に変わってしまうことが多い。そこで館長移植運営委員を増やすことができないでしょう
か？増やすことを希望します。
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【アンケート調査集計結果詳細】

アンケート調査の結果について⑧

自由意見記載欄（町内会・行政区）

防災研修を計画している。プログラム内容や講師の派遣などお願いしたい

コロナ過により、人と接することを避ける住民が出てきている今、その傾向がある住民（世帯）にどう対応していけば良いのか、良い方法があれば支援の手を差しのべてほしい。（孤立化傾向のある住
民に行政としてどう支援してくれるのか） 町内会など必要とは思っていない傾向の住民が年々多くなってきているように思えますが

①デジタル化の協力と支援＝現在計画中であるが、なかなか実行に行っていない。 ②公民館の負担金や各寄付等の軽減化（当町内会の年会費は8,000円としている。高額を理由で退会者が出ている）

デジタル化を進めることは賛成だが広報等をすべてデジタル化をしていくと、役場職員と町民の関係性がますます希薄になると思います。

地区的に高齢化が進み、公営住宅の入居も若い世代が少なく各班の班長の面子も同じ人が多くなってきているように思う。人数が多い事も把握が難しく、昔の継りが希薄くになっている。

自治組織ではあるが、高齢化、人口減少等により十分な活動が困難になりつつある。行政のこれまでにも増した支援を得つつ、地域が少しでも活性化できるよう努力したいと考えている。

町内会活動や広報誌のデジタル化は、効率化・便利の面で必要とは思うが、高齢者の利用率や町内会活動で最も重要な交流・人縁の疎遠化が懸念されるため、判断できない。 100世帯を超えるような町
内会では前向きな検討も必要かと思うが50を下回る世帯数であれば、現時点、必要性は感じない。

広報の費用、配布を考えると電子化してもいいと思う。

私は「すてきな笑顔と花のまち住民講座」を呼びかけ、立ち上げた。実行委員会組織もでき、大人の方々の支援と協力により「まちおこし」「地域の人のつながり」「縦と横の連携」「行政との連携」
の必要性を痛感しました。根底には「新設、丁寧、ぬくもり」が一つの行動を大きくしていく、そしてある行動をおこすには金（費用、経費）が必要である。 この度の住民講座へは町からの「地域活性
化応援補助金」を受けれて花が開いた。だがこの補助も３回（３年）限りとのこと。ではこの活動を継続する４年目以降には町として金銭的にどう手を差しのべてくれるのか？ かかる「まちおこし活
動」も行政から金銭的補助なくして成り立たない。私はだいぶ個人的な支出があった。当初は寄付をつのって実施を考えたが寄付を呼びかけると目をそらす人も多かった…

ひじり野7区は、公民館活動に積極的に関わっており、今後も継続してまいります。

まちのできごとやみんなの広場良い企画です。アンテナを高く情報発信が大切だと思います。 自治体職員はもっと地域活動に進んで取り組んで、人とのネットワークを作り、地域や町づくりとつなげて
ほしい。がんばっている方もいます。

当町内会は、ふれあい交流館からは遠くに位置していることで年１回総会でしか使用していない。気軽な会合での使用では不便さを感じ集まらない現状である。月１回の役員・班長会は会長宅（東御料
館）にて行っている。今後、会長が変わる予定であるが、その後の会合をどうすれば良いか不安である。一早く集会場的な場所が必要であるのではないか。

花の植え替えや、広報は業者に委託するか、町の職員が仕事としておこなってください。

現状、特になし。



地域自治組織 A.現状の良いところ Ｂ.現状の課題

地区公民館組織

①　コミュニケーションとしての場として機能している

②　利用しやすく、各地区の自主的な活動に寄与している

③　公民館が解放されており、住民主導で利用が可能（自由
　　 度が高い）

③　子供の居場所づくりに役立っている。

④　公民館で自分の活動を発表する場がある。

⑤　運営を通じて各地区のまとまりが強くなっている

⑥　運営を主導している方の責任感が強い

⑦　60代を超えた運営委員が多く活躍している。

①　事務局運営者、役員のなり手が不足。積極的に活動す
　　 る人に役割が偏る。

②　バザーや物販など、営利活動ルールが不明瞭で活動に制
　　　限がある。

③　利用しやすい施設づくりが必要

④　高齢化により地区によっては将来の存続が難しい可能性が
　　 ある。

⑤　若年層の参加者が少ない、若いリーダーなど⑥　将来運営
　　 を担える人が不足。

町内会

①　子ども会など子供が楽しみながら地域で育てることができ
　　 る。

②　住民同士のコミュニケーションの場になっている。

③　大型都市と比べると加入率が高い。

④　街路灯の充実等防犯面で役立っている

⑤　公民館と町内会の連携ができている。

①　町内会未加入者の増加、単身者の加入不足

②　町内会員の高齢化

③　区によっては近隣のつながりが薄い

④　区長等のなり手がいない

⑤　地区内インフラ（街路灯）等の負担

⑥　会費の不足、町内会ごとでの会費の違いによる事業量
　　 の違い

地域自治推進条例　策定検討委員会　意見交換会
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（仮称）東神楽町地域自治推進条例 

 （目的） 

第１条 この条例は地域自治組織の形成及び活動に関し必要な事項を定めるとともに、

その他地域自治に関する事項を定めることにより、地域自治の推進を図り、もって

地域自治の発展に寄与することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 （１） 地域自治組織 地区公民館を核とし、地域住民、町内会及び各種団体等が、

地域における自治を推進するために自主的に形成する組織をいう。 

 （２） 町内会 良好な地域コミュニティの維持及び形成に資する地域的な共同活

動を行うことを目的として、東神楽町の一定の区域に住所を有する地域住民の地

縁に基づいて形成された町内会・行政区等の団体（子供会を含む。）をいう。 

 （３） 地区公民館 東神楽町公民館条例第３条に規定する地区公民館をいう。 

 （４） 各種団体等 ひじり野団地振興協会、東神楽町中央市街振興協会、東神楽

町社会福祉協議会、東神楽町交通・防犯協会、東神楽消防団、東神楽町スポーツ

協会、東神楽町文化連盟、ＰＴＡ、東神楽町学校運営協議会、東神楽町民生委員・

児童委員及び任意団体などをいう。 

 （基本理念） 

第３条 地域自治組織は、地域住民による活発な地域コミュニティの活動を基礎とし

て成り立つものであることにかんがみ、地域住民、町内会、地区公民館、各種団体

等及び町が、次に掲げる事項を基本理念として推進するものとする。 

 （１） 地域住民、町内会、地区公民館、各種団体等及び町は、地域コミュニティ

を構成する一員であるという意識を持ちながら、協働して地区のまちづくりに取

り組むものであること。 

 （２） 地区公民館は、地域コミュニティの中核であり、地域自治組織の形成及び

活動を通じて、地域自治の仕組みを継承し、及び、発展させることができるよう

段階的に取り組むこと。 

 （３） 地区公民館の活動は、町内会や地域住民の交流によって、相互に協力しな 

がら、自主的に行われるものであること。 

 （４） 町内会の活動は、地域住民の相互の理解に基づき、地域住民の多様な価値 

観及び自主性を最大限に尊重して行われるものであること。 

 （町内会の役割） 

第４条 町内会は、地域的な共同活動を通じ、地域住民が相互に助け合い、支え合い

ながら、暮らしやすい地域コミュニティの維持及び形成に努めるものとする。 
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２ 町内会は、地域住民の多様な価値観及び自主性を最大限に尊重し、その活動への

参加又は町内会への加入を促すよう努めるものとする。 

３ 町内会は、その活動を補い合い、又は深めるため、必要に応じて、町内会の連合

体、他の町内会、地域でまちづくり活動を行う諸団体及び事業者と連携するよう努

めるものとする。 

４ 町内会は、地区公民館と協力して地域の活動の活性化を図るものとする。 

 （地区公民館の地域における役割） 

第５条 地区公民館は、社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）の規定による公民

館の目的を達成するため事業を実施するものとする。 

２ 地区公民館は、前項に規定する事業を実施するほか、地区の実情に応じた地域コ

ミュニティ活動の維持及び活性化を図るよう努めるものとする。 

３ 地区公民館は、地域コミュニティ活動を円滑に進めるため、必要に応じて、町及

び諸団体との調整等を行うよう努めるものとする。 

４ 地区公民館は、当該地区公民館を構成する町内会や地域住民の理解を深めるとと

もに、その活動への参加を促すため、その活動状況及び運営に関する情報の提供、

公開等により、開かれた運営に努めるものとする。 

５ 地区公民館は、当該地区公民館を構成する町内会の意見を踏まえ、必要に応じて、

町内会の維持及び活動の活性化に資する意見を町に伝えるよう努めるものとする。 

 （地域住民の役割） 

第６条 地域住民は、地域に関心を持つことにより地域コミュニティを活性化し、地

域の課題の解決に向けた取組に積極的に参画するよう努めるものとする。 

 （住宅の建築等を行う事業者等の役割） 

第７条 住宅の建築、販売、賃貸又は管理を行う事業者は、当該住宅に入居しようと

する者に対して、地域の実情に応じて、町内会への自発的な加入又は町内会の自主

的な設立に資する情報の提供に努めるものとする。 

２ 住宅の賃貸又は管理を行う事業者は、当該住宅に入居している者に対して、町内

会への自発的な加入に資する情報の提供に努めるものとする。 

３ 住宅の建築、販売、賃貸又は管理を行う事業者及びその関係団体は、町内会の維

持及び活動の活性化に関する町の施策に協力するよう努めるものとする。 

 （町の役割） 

第８条 町は、地域コミュニティの活性化並びに地域自治組織の形成及び活動の支援

その他地域自治の推進に必要な施策を実施するよう努めるものとする。 

２ 町は、施策、事業等の実施に当たり、町内会に協力を依頼する場合においては、

関係部局間の連携に努め、町内会の負担が過重なものとならないよう十分に配慮す

るものとする。 
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３ 町は、職員が積極的に町内会の活動に参加することを促進するよう啓発に努める

ものとする。 

４ 町は、地域住民の町内会への自発的な加入又は町内会の自主的な設立を促進する

ため、必要な支援を行うものとする。 

５ 職員は、職務を通じて、町内会の活動に関わることへの理解と関心を深めるよう

努めるものとする。 

 （地区別まちづくり計画） 

第９条 町は、町のまちづくりの指針である東神楽町総合計画に位置付けられた、地

区別まちづくり計画を地区公民館ごとに策定するものとする。 

２ 前項に規定する地区別まちづくり計画を策定するときは、町職員及び地域自治組

織からそれぞれ必要な人員を選出するものとする。 

３ 地域自治組織及び町は、地区別まちづくり計画の目標実現のため、地域住民、行

政、又は協働により地区の課題の解決に向けた取り組みを行うものとする。 

４ 地区別まちづくり計画は、計画期間中に必要に応じて見直しを行い、課題の解決

及び目標達成状況を効果検証し、新たな課題の整理及び目標の設定をするものとす

る。 

 （町の支援） 

第１０条 町は、前条に規定する地区別まちづくり計画で掲げる目標実現のための取

り組みに対し、地域住民が実施する活動に要する経費の一部の助成、活動について

必要な情報の提供その他必要な支援を実施しなければならない。 

２ 町は、地域自治組織、地区公民館及び町内会に対し、地区別まちづくり計画の課

題解決に資する活動に要する経費の一部の助成、活動について必要な情報の提供そ

の他必要な支援を実施しなければならない。 

３ 町は、町内会の維持及び活動の活性化のため、町内会の負担を軽減するために必

要な支援を行うものとする。 

４ 町は、町内会から統廃合の申出があった場合は、負担軽減を図るため必要な支援

を行うものとする。 

（意見交換会等） 

第１１条 町は、まちづくりの推進及び地区の活性化を図るため、地域自治組織、地

区公民館及び町内会等の意見を勘案することとし、必要に応じて、意見交換会、意

向調査等を実施するものとする。 

 （推進体制の整備） 

第１２条 町は、地域自治組織、地区公民館及び町内会等の維持及び活動の活性化に

関する施策を推進するため、関係部局間が連携して検討を行う体制を整備するもの

とする。 
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 （実施状況の公表） 

第１３条 町長は、地区別まちづくり計画を策定した際は、策定内容等をホームペー

ジ等で公表しなければならない。 

 （委任） 

第１４条 この条例の施行について必要な事項は、別で定める。 

   附 則 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 町長は、地域自治の推進状況社会経済情勢の変化等を勘案し、この条例の施行後

５年以内に、運用状況について検討を加えなければならない。この場合において、

地域住民は、町長に対して、この条例の運用状況及び見直しについて意見を述べる

ことができる。 

３ 町長は、前項の検討の結果を公表するとともに、その結果に基づき、必要な措置

を講じなければならない。 

 


